
歳出比較分析表(平成21年度普通会計決算) 埼玉県

経常収支比率の分析
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※１ 本レーダーチャートは、当該団体とグループ内平均値より算出した偏差値をもとにチャート化したものである。（偏差値は平均を100としている。）

２ 当該団体の八角形が平均値の八角形より外側にあるほど、歳出抑制等により財政構造に弾力性があることを示している。

３ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって４つに分類したものである。

Ⅰグループ 0.500以上1.000未満、Ⅱグループ 0.400以上0.500未満、Ⅲグループ 0.300以上0.400未満、Ⅳグループ 0.300未満
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分析欄

【人件費について】

昭和４０年代の人口急増期に教員を大量採用したことにより、他県と比較して人件費の比率が高くなっている。

県の裁量により削減が可能な職員定数等については、埼玉県新行財政改革プログラムに掲げた取り組みの実

施により、引き続き改善を図っていく。具体的には、行政部門職員定数の削減（平成２０年度から平成２２年度ま

での３か年で６１３人）等を実施し、人件費の削減を図る。

【公債費について】

県債の発行を極力抑制しているため、公債費の比率が類似団体と比較して低くなっている。今後も事業の選

択と集中を徹底し、必要な事業は実施しつつ、新たに発行する県債を抑制していく。

【補助費等について】

急速な高齢化に伴い、後期高齢者医療対策費等をはじめとした福祉医療関係経費が歳入の伸び率を上回っ

ているため、年々補助費等の比率が上昇している。

【普通建設事業費について】

昨今の厳しい財政状況の中で真に必要なものに厳選しているため、人口１人当たり決算額は減少傾向である。

ただ、平成２１年度については河川関係事業の事業量増などにより平成２０年度より増となっている。



人件費及び人件費に準ずる費用の分析
人件費及び人件費に準ずる費用

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

人件費 648,476,301 91,039 101,222 ▲ 10.1
賃金（物件費） 705,116 99 198 ▲ 50.0
公営企業（法適）等に対する繰出し（補助費等） 5,869,155 824 540 52.6
公営企業（法適）等に対する繰出し（投資及び出資金・貸付金） - - 0 -
公営企業（法非適）等に対する繰出し（繰出金） - - 43 -
事業費支弁に係る職員の人件費（投資的経費） 3,632,426 510 950 ▲ 46.3
▲退職金 ▲ 71,348,656 ▲ 10,017 ▲ 10,464 ▲ 4.3
合計 587,334,342 82,455 92,489 ▲ 10.8

参考
当該団体 グループ内平均 対比（差引）

人口100,000人当たり職員数（人） 854.15 1,003.37 ▲ 149.22
ラスパイレス指数 103.1 99.4 3.7

公債費及び公債費に準ずる費用の分析
公債費及び公債費に準ずる費用（実質公債費比率の構成要素）　※1月31日現在の数値

人口1人当たり決算額
当該団体（円） グループ内平均（円） 対比（％）

元利償還金の額
（繰上償還額等を除く）

131,353,259 18,441 26,455 ▲ 30.3

積立不足額を考慮して算定した額 15,599,496 2,190 3,916 ▲ 44.1
満期一括償還地方債の一年当たりの元金償還金に相当するもの
（年度割相当額）

103,550,600 14,537 13,922 4.4

公営企業債の償還の財源に充てたと認められる繰入金 5,095,760 715 1,248 ▲ 42.7
一部事務組合等の起こした地方債に充てたと認められる補助金又
は負担金に充当する一般財源等額

- - 41 -

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるものに充当する
一般財源等額

9,899,470 1,390 1,075 29.3

一時借入金利子
（同一団体における会計間の現金運用に係る利子は除く）

19,164 3 36 ▲ 91.7

▲特定財源の額 ▲ 10,128,106 ▲ 1,422 ▲ 1,967 ▲ 27.7
▲地方債に係る元利償還金及び準元利償還金に要する経費として
普通交付税の額の算定に用いる基準財政需要額に算入された額

▲ 121,186,944 ▲ 17,013 ▲ 21,808 ▲ 22.0

合計 134,202,699 18,841 22,920 ▲ 17.8

※実質公債費比率については1月31日現在の数値
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当該団体決算額
（千円）
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※参考 実質公債費比率及び起債制限比率の推移
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普通建設事業費の分析

普通建設事業費

当該団体(円) 増減率(%)(A) グループ内平均(円) 増減率(%)(B) (A)-(B)

175,968,512 25,067 ▲ 8.8 36,945 ▲ 5.7 ▲ 3.1

うち単独分 80,179,637 11,422 ▲ 6.8 15,956 ▲ 5.0 ▲ 1.8

183,896,985 26,114 4.2 41,430 12.1 ▲ 7.9

うち単独分 91,235,851 12,956 13.4 18,446 15.6 ▲ 2.2

169,511,769 23,985 ▲ 8.2 39,894 ▲ 3.7 ▲ 4.5

うち単独分 84,347,725 11,935 ▲ 7.9 17,501 ▲ 5.1 ▲ 2.8

159,679,854 22,502 ▲ 6.2 37,006 ▲ 7.2 1.0

うち単独分 83,001,882 11,697 ▲ 2.0 15,712 ▲ 10.2 8.2

181,984,365 25,549 13.5 39,867 7.7 5.8

うち単独分 91,171,786 12,799 9.4 17,212 9.5 ▲ 0.1

過去５年間平均 174,208,297 24,643 ▲ 1.1 39,028 0.6 ▲ 1.7

うち単独分 85,987,376 12,162 1.2 16,965 1.0 0.2
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